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研究の目的と背景

• Uターン移動の分析を通じた地方の人口減少対策としての移住
政策の考察を目的とする

<-- 今回はUターン移動の実態を観察し、地域経済へ与える影響
を分析するための、先行研究のレビューを中心に行った



先行研究のレビュー

• Uターン移動とその変化に関する分析

Uターン率(生涯)=出身地から転出した人のうち再び出身地に
戻る人の割合

<-- この指標ではUターン移動のタイミングを識別・特定できな
い

--> 中川(2019)は調査の過去の5年間に対して、あらたに「5年U
ターン率」を定義した



先行研究

• 過去20年の5年Uターン率について(中川 2019)

非大都市圏に属する県において、県間移動者に占めるUターン移
動者の割合が高く、大都市圏の中でも周辺地域に位置するような
県で低くなっていた。(千葉・埼玉・滋賀など)

移動率そのものが最も高い20代後半から30代にかけてで県外移
動に占めるUターンのシェアも高くなっていた。



先行研究

• 属性分析(中川 2019)

5年前の居住地が非大都市圏の場合に対して、大都市圏の場合5
年Uターン率は相対的に低い、という傾向が一貫

配偶関係--> 未婚者のほうが顕著に高い

教育水準とタイミング-->大学卒業時が非大都市圏出生者のU
ターン移動が最も発生しやすいタイミング



先行研究

• 地域経済と人口の関係

李・杉浦(2017)は地域の総生産Yを次の要素からなると定義

Y = αHE …(1) (α:時間当たり労働生産性 H:就業時間 E:就業者数)

また、N を 15 歳以上人口、L を労働力人口とすれば 労働力率
β=L/N、就業率 e=E/L が与えられ(1)式は次のようになり

Y = αHβeN …(2)



先行研究

• 変化率表記で(3)のようになる。

ΔY = Δα+ΔH+Δβ+Δe+ΔN …(3)

(3)式より総生産すなわち期間経済成長率は、労働生産性、就業
時間、労働力 率、就業率、15 歳以上人口の変化率の和に等しく
なる。

若年人口の継続的な減少と高齢化の進展がβ、eをも減少させ
ている



先行研究

• 労働生産性αを向上できないか？

地方に存在する企業は中小零細が大多数で企業努力のみに委ね
られない

加えて労働市場の高齢化、また進学を目的に転出した若年層が
戻ってこないことで労働市場におけるそもそもの高学歴者の割合
が低いことが労働生産性の向上を阻害



先行研究

• 残された手段はΔNの増加のみ(李・杉浦 2017)

増田(2014) --> 積極的な人口減少対策としての「人口の再配
置」

増田は人口の再配置は地方圏の人口減少の改善のみならず大都
市圏の人口過密の改善にも役割を果たすと指摘



3. データと方法

• 第8回移動調査の結果ならびに表を引用して観察する

• (3)式の検討と地域経済とUターンの結びつき

ΔY = Δα+ΔH+Δβ+Δe+ΔN …(3)

ただしβ=L/N , e=E/L 

15 歳以上人口 N の項が単独の変化率のみならず 3 つの項に総生
産へ影響を 与える要素として作用しているのがわかる。



データと方法

• ΔNについて

ΔN = 自然増減 + 社会増減 …(4) 

転入・転出は(4)式の社会増減の項に該当し、U ターンはその都
道府県から見て転入に当てはまる。

ΔN = 自然増減 + 転入(U ターン移動を含む) – 転出 …(4-1)

ΔN = 自然増減 + (U ターン + その他の転入) – 転出 …(4-2) 



データと方法

• 労働生産性αについて

内閣府県民経済のデータより計算

労働生産性を決める要素として企業規模による生産設備の充実度や、
効率化などが考えられるが、就業者の質も影響すると考えられ、
ここでの質を決める要因の 1 つとして学歴が存在するとすれば、地
方出身者が 進学を目的として大都市圏に移住し、スキル・キャリ
アを積んだもとで U ター ンなどの形で地方回帰をおこなうことは、
その地域の労働生産性αの上昇にも 貢献すると考えられ、上記(3)
式ではα項に N 因子は含まれないが、間接的に U ターン転入によ
る N の増加はαの上昇をもたらし、総生産 Y の変化に影響を及 ぼ
すのではないか。



データと方法

• U・Ｉ・Ｊターンの活性化は転入の項の拡大をもってして、15 
歳以上人口、 そして生産年齢人口を増加させることに直結する。
労働生産性の直接的、短期的 な向上が見込みにくい非大都市圏
こそ、こういった地方経済に与える人口の効 果は大きいという
ことに留意しなければならない。



結果と考察

引用した両表を観察したところ

• 全般的に非大都市圏に属する都道府県において、Uターン者の
割合が大きくなっている(転入のUターン依存)

• 一方で大都市圏および従属する県では低い傾向

-->高度成長期以降続く大都市圏への人口の流入を象徴する形に



終わりに

• 人口移動調査の結果ならびに報告書より、、U ターンの実態を
観察し それを利用して県別の生産モデル式から地方経済へ与え
る影響を分析するため の先行研究のレビューを行った。

• 一旦の結びとして、地方の人口減少と経済の衰退という問題は
短期的に解 消する問題ではない。長期的に考えていかなければ
ならない問題であり、慎重な議論が必要であることを常に念頭
に置かなくてはならない。
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